















































せの選択に脱税の存在を考慮に入れる、M. G. Allingham and A. Sandmo
［１］、R. Boadway, M. Marchand, and P. Pestieau［３］、H. Cremer and F. 
Gahvari［４］等がある。











































働 L を供給して所得を得て､ これを複合標準財 (composite numeraire goods)
 c と特定財 X から成る消費財に支出する。複合標準財については、課税は不可
能で、特定財のみが課税可能であると仮定される。複合標準財の生産者価格は
１に固定され特定財 X の生産者価格は p に固定されているものとする。複合標






告されない労働所得の全労働所得に対する比率を q (0≦q≦1) とする。この
申告されない労働所得は、例えば、現行の賃金率の下で闇経済の中で獲得され
たものである。したがって、申告された所得の全労働所得に対する比率は、1
−q であるから、代表的家計の労働の供給量が L であるとき、当局に申告され






率 t に依存して、ɡ＝ɡ (t) で与えられるものと仮定される。








表的家計の労働供給が L であれば、代表的家計の可処分所得は W
〜































 (t，q) L （１−３）
となる。ここで、P は特定財 X の消費者価格であり、特定財 X の生産者価格
を p、特定財Xの生産者価格を p、特定財 X の物品税の税率を a とするとき、P










　代表的家計は、複合標準財 c と特定財 X の消費から得られる期待効用と労働
供給 L から得られる期待不効用の差を最大化するように行動する。代表的家計
の効用関数は、
　U (Φ (c，X)) −D (L) （１−４）
である。
　ここで、関数Φ (c，X) は、複合標準財 c と特定財 X に関する１次同次の関
数で、代表的家計の２つの財の実質消費の指数を示す。関数 U (・) は、von 
Neumann−Morgenstern型の効用関数であり、単調増加、強凹の性質を持つ注３）。
関数 D (L) は労働供給 D に関する不効用関数であり、単調増加、強凸の性質








て、政府の期待収入を最大化するように、所得税の税率 t と物品税の税率 a の
組合せ {t，a} を選択する。第２段階として、代表的家計は所得税の税率 t と
物 品 税 の 税 率 a の 組 合 せ {t，a} を 所 与 と し て、 代 表 的 家 計 の 期 待 効
用 E [U (・)]−D (L) を最大化するように、所得税に関する非申告の比率（脱
税率）q と労働供給 L を選択する注５）。第３段階として、代表的家計の脱税の
発覚の有無が確定すれば、代表的家計の純所得 WL が確定する。代表的家計は
確定した予算制約式 c＋PX＝WL の下で、実質消費の指数Φ (c，X) を最大化
























となる。ここで、右辺の c は、複合標準財 c と特定の消費財 X に関する、代表
的家計の消費の比率 (c/X) である。この式から、複合標準財 c と特定の消費
材 X に関する、代表的家計の限界代替率は、財 c と財 X の消費の比率のみに依
存し、代表的家計の可処分所得の水準に無関係であることがわかる。
　（１−７）式を用いて（１−６）式を書き直すと、

















　さらに、関数Φ＝Φ (c，X) の１次同次性から、複合標準財 c に関する微分は、



















−c＝− (P＋h (P)) （１−22）
が成立する。
　複合標準財 c と特定財 X の組合 {c，X} が、代表的家計の最適選択であると
き、（１−20）式と（１−６）式と家計の予算制約式（１−３）を用いれば、
　Φ (c，X) ＝cΦc＋XΦX＝Φc (c＋PX) ＝φ (P) WL （１−23）
となる。








　max  {E  [U (φ (P) W
〜
 (t，q) L)] −DL
L, q  （１−24）
となる。























a) と脱税関数 q＝q (t，a) が決定される。
　ここで、代表的家計の効用関数に関して、次の２つの仮定を設ける。１つ
は、絶対的危険回避の逓減（decreasing absolute risk aversion）の仮定で
ある。これは、関数−U"/U' が減少関数となることを意味する。もう１つは、
相対的危険回避の逓増（increasing relative risk aversion）の仮定である。
これは、関数−φ (P) WLU"/U' が増加関数となることを意味する。
　上の２つの仮定から、次の２つの式が導かれる。すなわち、
　E  [U"  (・)  W
〜
q] 0， （１−27）
























は、t＞δf のとき、Yitzhaki罰金制度 (t＞0と仮定) の下では 1＞δf のとき、
また、そのときのみである。すなわち、
　 Allingham−Sandmo罰金制度のとき、t＞δf

































非申告の比率 q＝q (t，a) である。
　政府は、代表的家計の期待効用を一定水準に保ち、労働供給と非申告の比率








 (t，q)] L/ (P＋h (P)) となる。
　したがって、政府の最大化問題は、
　V (t，a) ≡E  [U (φ (P＋a) W
〜

















　U (φ (P) LE) [W
〜
 (t，q)] −Π) ＝E [U (Φ (P) W
〜
 (t，q) L] （２−１）
で表わされる。
























による租税の歪み、限界効率への効果である。複合標準財 c と特定財 X に関す
る、代表的家計の補償需要関数 c＝c (P，u)，X＝X (P，u) は、前述の式、
　 Φ (c，X) ＝u









Φ (h (P)，1)  （２−５）
が成立する。ただし、複合標準財 c と特定財 X に関する消費の比率 c (＝c/



















































































































































































































 (φL  [1−t＋g  (t−δf)]) | V＝一定









































  (t，ɡ ) は、
　W
〜













































 (φL  [1−t＋gt  (1−δf)]) | V＝一定
　　　　　 ＝φ'L  [1−t＋gt  (1−δf)]
　　　　　　 −φL  [1−q  (1−δf)] |  dt da | V＝一定



























ɡ   (t) とする注17）。Allingham−Sandmoの罰金制度とYitzhakiの罰金制度とい
う、２つの脱税に関する罰金制度は、それぞれ、上に定義された罰金制度の特
別な場合と考えられる。すなわち、Allingham−Sandmoの罰金制度は、





























  (t，ɡ )]) | V＝一定















































 (−E [U' (・) W
〜
t]　 



















 | V＝一定＝φ'L  {1−t (1−q) −δqɡ   (t)}








] ＝1−t (1−q) −δq ɡ (t) ≧
0) である。さらに第２項について、φL  {(q−1) −δq ɡ ' (t)} ≦0 であれば、
危険プレミアム減少の条件を満たすことになる。脱税に関する一般化された罰
金制度の関数 ɡ＝ɡ (t) の１次導関数 d ɡ/dt＝ɡ ' (t) について整理すれば、
ɡ ' (t) ≧ (q−1) /δqとなる。q−1≦0 (0≦q≦1) であるので、もし ɡ ' (t) ≧
0であれば、危険プレミアム減少の条件は満たされる。仮定により、１次導関
数 ɡ ' (t) は正である。すなわち、脱税に関する一般化された罰金制度の下で、
所得税の税率 t が増加すれば、罰金額も増加すると仮定しているので、





















































































注２）　これらの仮定の下で、A. B. Atkinson and J. E. Stiglitz［２］は脱税がないなら






































注13）　W. F. Richter and R. W. Boadway［５］の372頁を参照せよ。証明については、
W. F. Richter and R. W. Boadway［５］の378頁から379頁を参照せよ。







q］/∂t＝0 が必要である。命題２については、W. F. Richter and R. W. 
Boadway［５］の373頁を参照せよ。
注16）　W. F. Richter and Boadway［５］の375頁を参照せよ。
注17）　関数 g（t）について、⑴１次導関数 ɡ '（t）＞0、２次導関数 ɡ"（t）＞0 の場合と、
⑵１次導関数 ɡ '＞0、２次導関数 ɡ"（t）＜0 の場合とが考えられる。また、特別な
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